
持続可能な稲作の確立を求める意見書 

 

令和６年夏頃から続いた米の品薄と価格高騰から一転し、本年夏には需給が

緩和し、価格は下落に転じた。早期米の産地として全国で知られる本県におい

ては、令和８年産早期米のＪＡ概算金が60キログラム当たり１万4,000円とな

り、前年に比べ約36％下回ることとなった。この水準は、全国平均の米の生産

費、令和６年産の60キログラム当たり１万5,814円をも下回るものである。生

産資材、燃料及び機械経費が高い水準で推移し、近年の異常高温による品質及

び収量への影響も懸念される中、経営の先行きが心配されるところである。 

国においては、本年９月、放出済みの政府備蓄米について、当初予定を上回

る21万トンの買戻しを決定されるなど、需給の安定に向けた対応を進められて

いる。また、本年７月に成立した主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律

の一部を改正する法律により、流通実態の把握の強化、備蓄の目的の見直し及

び民間備蓄制度の創設が措置されたところである。もっとも、全国に先駆けて

出荷される本県の早期米は、その年の需給が見通せる前に価格が決まるため、

こうした需給対策の効果が及びにくいという事情がある。生産費を反映できな

い価格水準が続けば、離農や耕作放棄地の増加が進み、本県のみならず我が国

の食料生産基盤の維持が難しくなることが懸念される。 

よって、国におかれては、次の事項について措置するよう強く求める。 

 

１　本年７月に成立した改正食糧法に基づく流通実態の把握の強化及び民間

備蓄制度について、具体的な仕組みを早期に示し、着実に施行すること。

あわせて、把握した情報を的確に需給見通しに反映させるとともに、市場

動向に関する情報発信を充実させ、早期出荷地域を含め、生産者が営農の

見通しを立てられる環境を整えること。 

２　肥料、燃料、農業機械等の生産費の上昇と米価の下落が同時に続く局面

にも対応できるよう、過去の実績を基礎とする現行の経営所得安定対策等

の拡充にとどまらず、生産費の水準を的確に反映し、再生産を可能とする

新たな支援の仕組みを創設すること。 

　 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

                                   高知県議会議長　明　神　健　夫 
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